



営 業 職 に あ る ビ ジ ネ ス マ ン を 対 象 に
丸 山 敬 介
1.初 め に
専門教育重視の 日本語教育への移行
筆者 は,1980年 か ら1990年 にかけ て(財)国 際教育振興会i)に おいて,外 国人 ビジ
ネスマ ンを対象 とする 日本語 の指導及 びそのプ ログラムの運営を行 ったが,そ の間 に,
学習者 そ してその受け入れ先 となる在 日企業 の外国人社員 に対す る姿勢が変質す るの
を観察 した。
た とえば,そ の期間を通 して毎回1年 単位で 日本語指導を行 ったある事 務機器製造
販売会社の委託研修 プログラムの場 合,80年 代当初は,一 部 の極 めて 日本語能 力の高
い者を除いて,業 務上の具体 的成果 は期待 されてお らず,在 日中の主 たる職務 は 日本
人社 員の 日常業務の補佐 の他,日 誌 な どの報告書 を提 出す る程度 に とどまっていた。
中竪管理職 の中には・一種 「サパ テ ィカル」的 な意味合 いで日本滞在を考 えていた者
もあ ったよ うであ る。受 け入れ側 の日本人社員 も明 らか に 厂お客様」扱いを してい る
よ うに見受 け られ た。 しか しその分,日 本語学習 に大 きな比重が置かれ,学 習者及 び
企業担 当者 もその進捗 に多大 な関心を払 って いた。 ところが90年 代 に近 づ くにっれ,
初期 日本語教育 の現地化が進み学習者の 日本語能力がおのず と高 まるのに従 って,日
本語学習 の比重が減 り逆 に 日本 におけ る業務 の遂行 に重 きが置 かれ るようにな り始 め
た。それ は,日 本人社員 に比べれば また本国の来 日以前の本人 の業 務に比 べれ ば責任
の軽い ものでは あったが,少 なくとも80年 代当初に比べ るとぐっ とそれ に近 い もの と
な った。 日本語能力に大 きな不 自由を感 じない学習 者は,日 本本社 のさまざまな ノウ
ハ ウを会得す べ く意欲的 に業務活動を行 った。地方都市 におけ る営業活動 に赴 く日本
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人社員 に随行 し,日 本滞在 の終盤 には日本人社員 の手を借 りず に地方支社 に出張 し業
務 を遂 行す る者 まで現れた。特 に 日本語能 力の低 い者を除 いて,周 囲 の 日本人社員 も
スタ ッフの一員 として これ ら外 国人研修生を見始 めた。
しか しなが ら,そ うして 日本語 能力が高 ま り本来 の業務 の遂行 に比重が移 ってい く
にっれ,日 本語指導 の現場では 日本語に関す る知識 よ りも業 務に関連 した内容 の指導
が求 め られ るよ うになった。それは,学 習者 自らの要求であ ったばか りではな く,受
け入れ企業 の 日本人担 当者 の明確 な要求 で もあった。同時期,こ の委託 クラス以外 で
も同 じような変 化が生 じていた。 た とえぼ,上 級段階 に 「新聞読解」 とい うクラスが
設 け られていたが,そ こでは従来教 師が任意 で選択 した社会,文 化,家 庭関係の さま
ざまな記事,コ ラムなどを与え,学 習者 がそれを読 み下 し銘 々の意見 を述 べあ うとい
うよ うな授業が行われていた ものを,ク ラスの大多数 を占める ビジネスマ ン学習者 に
要求 によ って,「 日本経済新聞」紙面 におけ る金融 や為替,経 済 に直接影響 を与 える
今 日的 話題 を扱 った記事 に絞 り,教 師がその背景や今後の展望 などを解 説する授業 に
変 えざるを えな くなった。
専 門教 育における問題点
そ うして,言 語 の知識 よ りも学習老 の専門 とす るビジネスの領域の知識が 日本語指
導 に求 められ るようにな って,従 来 にはなか った問題が しば しぼ生 じた。す なわ ち,
学 習者が求め る要求に教 師がま っとうに応 え られ ない,学 習者が求 めている もの とは
異 なった情報を与 えてい ると思われ る事態 が,指 導 の折kに 発生 したのである。それ
らは,学 習者が学習 内容に興味を持てず過重 な忍耐 と努力によ って学習 を継続 して い
るよ うに しか見受け られ ない ことで察せ られた り,ま た,こ の教科 書は仕事 に役 に立
たない,他 の ものが ないか と実際 に訴 えた り,さ らには学校か ら与え られた教材 の学
習 はそ こそ こに し自分 で業務 に関連す るものを探 しだ し自学 自習 した りするな どの形
で表面 化 した。 そ してそれ らは,主 に,次 の二っの理 由による もの と思われた。
① 教 師の考え る学 習者 の専 門領域 の知識 と学習者が真 に求 めてい る専門領域の知識
との齟齬 ゜
ここでい う 「知識の齟齬」は,文 字通 りその知識 の領域が違 うとい う意味 と,同 一
の領域 で もその知識の量 ・理解の深度が異 な るとい う意味,そ の両方を指す。
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先 の委託 プログラムに限 らず ビジネスマ ンが多 くを 占め るクラスにおいて,教 師が
重 要だ と考 え時間を割い て説明 した り学 習者 にデ ィスカ ッシ ョンさせ た りした もの
の中 に,「 年功序列制度」,厂 稟議 制度」,「 根 回 し」,「企業 に対す るサ ラ リーマン
の忠誠心」,厂 残業」,「 サ ラ リーマ ンの飲 酒↓ 「名刺」 な どが あ
った。 これ らの話
題 は,教 師が,日 本企業 に特徴的 な,多 くの学習者 に解説を要す る もの と考 えて取
り上 げた ものであ ったが,学 習者 に とっては,そ れ らの解説 はあま りに も表面的 に
過 ぎない ものか,あ るいはまた来 日以前 に文献や先輩 な どか ら悋報を得,す でに極
め て常識的 な一般情報 にな ってい る もの であらた めて授業で取 り上 げ る必要 を感 じ
ていない ものかで あった よ うであ る。
学習者が求 めていたのは,た とえば,一 連 の営業活動の進め方 とその各局面 におけ
る 日本社会特有 の留意事項,具 体的 な人事考課 の方法 とそれ に基づいた人事 管理
,
他社 の競合商品 との差別 化 とその営業戦略 な どで あった。
けれ ども,指 導 に当た った教師はほ とん ど全員が実務経験 を持 たず
,そ うした事 が
らに興味 ・関心が行かず,た とえ学習者のそれ らの要求を知 り得た として も
,そ う
した事が らにっい て漠然 としたイ メー ジを描 くに とどま り具体的 な情報 を提供 しそ
れ を指導に取 り込 む ことは不可能であ った。
② 一連 の流 れを持 った単 元設定 の不可
担 当に当た った教 師がほ とん ど実務経験 を持 たなか ったため,企 業 内の意思決定や
職務 の遂行が どのよ うな手順 で進行 してい くのかに関 して知識が な く,極 め て散発
的 な単元を設定 したに とどまってしまった。た とえば,「 電話取 り次 ぎ」,「他社訪
問」,厂 面接試験 」 な どとい った ビジネス活動 におけ る諸場 面をその まま単元 とし
て設け,そ こにお ける円滑 なコ ミュニケ ーシ ョンを 目標 として指導を行 うことは し
ば しば試み られ ひ とまず の成功をお さめたが,そ れ ら単元相互の関連 が希薄 で,営
業 な り採用 な りの ひ とっ のまとまった ビジネス活動を 日本語 指導 に導入す る ことが
不 可能であ った。その結果,教 師は,学 習者 は ビジネスマ ンであ りその彼 らに最 も
ふ さわ しい事 が らの指導 を と意識 していたに もかかわ らず,扱 っている内容 は ビジ
ネ・スマ ン特有 とい うより も広 く一般成人 に共通す る ものになって しまった。
す なわち,た とえば 「電話取 り次 ぎ」 とい う単元 は確か に ビジネスマ ンで ある学習
者 に必要 である と認 め られ たが,そ れ は,主 婦,学 生,宣 教師,語 学教師 な どとい
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う学 習者 を想定 してみて も同様 に必要 な項 目であ り,こ とさ らビジネス特有 とい う
わけではなか った。同 じ,ビ ジネスマン用 として作成 した ものであ りなが らそ の特
色 を出 し切 れない との指摘 は,中 級教材 として各機 関で広 く用 い られ ている2}教 科
書 「日本語で ビジネス会話一 中級編一」(日 米会話学院)の 作成者 自身か ら も,こ
の教材 の問題点 として出され ている3)。
以上2点 が主 た る原因 とな って,専 門領域 の情報提供を望 む ビジネスマン学習者 の
指導 に問題が発生 した。 こうした問題 は,日 本語 の構造 にっいて十分 な知識を持 ち合
わせてお らず 日常生活 においてむ しろそれ らの重要性 を痛感 させ られ ている初級段階
においてはそれほ ど深刻化 しなか ったが,逆 に 日常 の社会生活 に不 自由を感 じな くな
って きた中級段階か ら上 級にかけては大 きな問題 とな った。 それ は,こ れ らの段階 に
おいては,日 本語に関する情 報 もさる ことなが ら,学 習者 の専門領域 に関す る情報が
求め られてい ることの証左に他 ならない といえ るであろ う。 けれ ども,現 状 ではこれ
らの段階を対象に した ビジネスマ ンのための教材 は前述 の ものの他わず かに1～2見
られ るだけで,ほ とん ど皆無 といわざ るをえない状 態であ る。
そ こで,本 稿では,上 級段 階の ビジネスマ ン学習者 を想定 し,ビ ジネスにおけ る専
門的知識を与 える目本語教育 プログラムのひ とっのモデルを提供す る ことを 目的 とす
る。 ビジネスマンと一 ロに言 って もその職 務は多岐にわた る。 したが って,モ デルを
設定す るにはその絞 り込みをす る必要があ るが,昨 今の外国人社 員の多 くが携わ りし
か も企業活動 の中枢 のひとっで ある営業職を取 り上 げ る。
以下,営 業職 にあるビジネスマ ン学習者を対 象に話を進 めてい くが,日 本語教育 に
おけ る専門知識 の提供 に関す る同様 な問題は,留 学 生の場 合な どで もさまざまに指摘
され ている4)。 そ して,言 語の教育 と専門領域の教 育 とい う観点 か ら見 れば,そ の本
質 は先 の国際教育振興会 におけ る ビジネスマ ン対 象の ケース とさほ ど違 わない もの と
思われ る。 た とえば,日 本の古典文学を研究対象 としようとい う留学生 に対 して,あ
る古典作品 の一節を教材 としそ こにおけ る言語 とそれに付 随す る知識 を与sxる とい う
よ うな指導 は従来 の 日本語教育 で もしば しば見 られた ところである。 けれ ども,そ こ
そ もその教材 の選択 は妥当 であったか,そ して作品の背景 と作者 に関する十分 な清報
が提供 で きたか,さ らにまた そこで提供 された言語の知識が文語 の文法 や語 句 ・表現
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の体系 の中で どのように位置付け られ るのか,プ ログラム全体 としてそれ に関連 した
作品を どの ように選択 し提供す るか,な どにっいては,日 本語教 師の持 ち合わ せてい
る知識を越 えるのが普通で ある。す なわ ち,先 ほ どの ビジネスマ ンに対する専 門教育
において 「専門家」の不在 によって生 じた問題が,同 様 に,① 及び② の ような形 とな
って留学生 を対 象に した専 門情報を提供す る上級段階 の日本語教育を阻む可能性が考
え られる。 したが って,本 稿のモデルが,ビ ジネスマン学習者以外の学習者を対象 と
した上級段階におけ る指導 の一モデルになる可能性 もある もの と思 う。
2.専 門 教 育 の枠 組 み
基本的組枠み
横 田は,ア メ リカを中心 とした,専 門教 育 とのつなが りを持 った言語教育の実践及
び研究の源流を次の三っだ としてい る(1990)。
1.カ リキ ュラムを越 えての言語LanguageAcrosstheCurriculum
2.特 殊な 目的のための言語Englishfor'Specia1/Speci丘c/SpecializedPurpose
3.イ マ ーシ ョン ・プロ グラムImmersionProgram
そ して,そ の具体的 な方法を以下の5タ イ プに分類 している。
a.ト ピック/テ ーマを 中心 にした ミニコース プログラム
学習者が興味を持 っている トピックやテ ーマを選 び,テ れを プログラムの中心 に
据 え,内 容 の理解,情 報 の伝達 に目標 を置 くことに よって,日 本語 能力を養成す る。
b.内 容を基礎 と した技 能養成 プログラム
四技能を従来 よ りも密接 に学習技能 と結 びっけ(た とえば,大 学における講 義の
開 き方,専 門書 の読 み方,論 文 の書 き方),勉 学 ・研究 に直接役立っ技能の養成
を はかる。
c.研 究のための 日本語(JapaneseforAcademicPurpose)プ ログラム
科学 技術者 のための専門文献を読 む コース とか看護婦 のための看護研修 に必要 な
日本語会 話養成特 別 コース などとい った,学 習者 の 目的 に適合 した実用的 な言語
技能の習得を 目標 とす る。
d.ア ジャンク ト ・プログラム
本来の専門科 目に付随 した 日本語授業を設定 し,日 本語能力の養成 をはかる。 大
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学 の留学生対象。た とえば,経 済 学専 攻の学習者 には,経 済学 の用 語の定 義を書
かせ る,経 済学の事項 を用 いて文型練 習をす るな どとい った内容の 日本語指導を
行 う。
e.イ マ ーシ ョン ・プログラム
言語以外の専門分野を 日本語で教 授す ることによ つて 日本語能 力を養成する。 大
学 の留学生対象。
本稿 で考え るモデルは,上 記 の分類 に従 えぼ,ア メ リカにお ける英語教 育の流れ と
しては 「2.特 殊 な 目的のための言語」,そ の具体的 な方法 としては「c.研 究のための
日本語」に当た るものである。
一般 に
,ビ ジネスマ ンに ビジネス上 の専 門知識を与 えるのにはい くっ かの方法が考
え られ よう。 た と1ば,aと しては,日 本企業 におけ る意思決定 のし くみ,流 通業界
におけ る多角経 営の実態,女 子社 員の今 日的役割 な どとい うテーマを題材 として出 さ
せ,学 習者 が情報 を収集 してそれを分析,意 見を交換す るな どとい う方法が考 え られ
る。昨 今,さ まざまな機 関で行われだ した プ ロジェク ト ・ワークは こうした系統 に属
す る と゚考 えてよかろ う。bと しては,電 話 での伝言 の取 り方 社内回覧 の読み方 各
種 書類 の書 き方 な どを個別 に取 り上げ て指導を行 う方法が上げ られ る。cで は,販 路
開拓,社 員採用,新 人教育 な どの業務を模擬的 に行 ってみ るなどとい う方法が考 えら
、れ る。 さ らにdの 方法 としては,日 常 の実際の業務を ここでい う専門科 目と考 え,そ
れを学習項 目を使 って記述す るこ とによってその定着をはか るなどとい うや りかたが
あろ う。今 日,ビ ジネスマン用 として作成 された初級教 科書は このよ うな方法をひ と
っ の前提 としている もの と思われ る。そ してeで あ るが,先 の国際教育 振興 会の 「新
聞読解」 クラスにおけ る経 済情報の解説 を 目的 とする指導 な どは,ま さに こうした方
法の ひとっ といえるで あろう。
したが って,横 田がa～eに 分類 を試 みたプ ログラムそれ ぞれを営業職 にある ビジ
ネスマ ン学習者 に当て はめて考えてみ ることが可 能であるが,先 の国際教育振興会 の
事例②で指摘 した ように一連の流れを持 った単元 の設定 がで きない ことが原 因で専門
教 育に問題を引 き起 こす こと,営 業 活動 が客先 との接触か ら売 り込み,交 渉,契 約成
立,納 入,ア フターケアとい ったまさにそ うした一連 の流れを持 った企業活動 のひ と
つ と考 えられ ること,さ らに業務の遂行 を模擬的 に行 う方法 として最 もふさわ しい こ
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とを踏まえ,本 稿 ではcの 方法 を基本的枠組み として と りあげ る。 しか し,い か なる
方法 を枠組 みに した として も,a～eの 各方法 はプログラムの各局面で相互相補完 し
て学習者 に提供 され るべ きである。決 して,互 いに拮抗 ・排除 され るもの としてある
のではない。た とえば,aの 方法 によ っては 日本企業全般 に関す るよ り深い理解を は
か ることが可能であ ろうし,bに よっては営業活動 に限 らず 日常 の業務 の 基 本 的 技
能 ・技術が指導で きよう。dは 営業活動 に必要 な語 彙の指 導な どに有効 と思われ る。
eは,営 業活動のた めの情報収集活動 とす ることが可能であ り,ビ ジネスマ ン対象 に
限 らず専 門教育の ひ とっ の究極 の形で あ り,今 後の 日本語教育が 目指すひ とっの方 向
を示 唆 している とい えよ う。 よ って,cを 本稿の モデルの基本的枠組み とす るが,専
門教育を担 当す る教 師は,以 上 の各方法 の特徴を事前 に十分把握 し学習者の適性 と能
力,到 達 目標 な どを考慮 しなが ら,プ ログラムの各局面で最 も有効 な方法を選択 ・提
供 せねぼな らない。cに の っとったプ ログラムであ って も,そ のさまざまな局面 にa
～eの 方法 を導入 し,学 習 者の ニーズに合 った最善 の指導 を心が ける必要が ある。
ビジネスマンの指導参加
国際教育振興会の事例で 明らかにな ったよ うに,日 本語教育 において専門教 育を効
果的 に進 めるには,学 習者が専門 とす る領域 の専 門家が あるいはそれ に精通 してい る
者 がその指導 に加わ るこ とが必須の あるいは最善 の条件 である。 国際教育振興会で筆
老 が経験 ・観察 した専門教育上 の問題は,学 習者がニ ーズ として求 める ところの ビジ
ネス事情 に詳 しい者 がいなか ったた めに,① 及び②の不具合 を生んだ ことに起因す る。
そ こで次に,営 業職 にある 日本人 ビジネスマ ンが専門家 として指導に参 加す るプ ログ
ラムの可能性にっいて検 討 してみる。
まず最初 に,国 際教育振興会の事 例を参考 に,日 本語教師,ビ ジネスマ ン教 師双方
の役割分担 にっい て考 えてみ る。先の事 例① では,日 本語教師が専門領域 と考 えてい
る情報 と学習者が求 めている専門領域の情報が異なる,あ るい は同じ領域の情報であ
って もその理解 の深 さにお いて日本語教師は不十分である ことが 明 らか になってい る。
それを営業職 にある ビジネスマン学習者 に当てはめて考 えてみる と,日 本語教師は営
業活動その ものにっいて十分 な知識を有 してお らず,見 当違いな理解 を しているか表
面的な理 解 しか していない恐 れが ある とい うこ とになる。 したが って,ビ ジネス情報
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の提供 はやは りビジネスマンによって なされ るべ きであ ると考 え られ る。 その中 には,
専門用 語の指導 も含め られ よ う。次 に事例②に よって明 らかになるのは,単 元全体 と
して ビジネスにおける一連 の流れ,本 稿 においては一連の営業活動 の流れ であるが,
それ を設定す るのは 日本語教師 には難 しい とい うことで ある。 したが って,実 際 の営
業活 動が どの ように して行 われ るのかを考慮 して各単元を1頂に追 った形で設 けてい く
のは,ビ ジネスマ ン教 師の役割 とすべ きであろ うと思われ る。 また,営 業活動 の各局
面 で円滑 に業務を遂行 してい くためには,単 に知識を吸収するだけではな くその模擬
的 な場を設定 してそ こにおいて十分 な訓練を積む必要があ ると考 え られ るが,そ うし
た際の状況設定 もビジネスマ ン教師 にゆだねたほ うが よ り有効 であろ う。
以上を まとめ ると,ビ ジネスマン教師 の役割は以下の とお りである。
a.ビ ジネス惰報の提供
b.専 門用語の指導
c。 単元全体の枠組 み設 定
d.模 擬練習 におけ る状 況設定
そ して,日 本語教師の役割は,
e.プ ログラム全体の運営
学習者 の受け入れか ら実際の指導,し かるべ き時点 での評価 の実 施そ してその
フ ィー ド・バ ック,最 終的 な送 り出 しまでの総括的な運営
f.各 単元 の運営
各単元 は どのような手順で進行 し,そ れぞれ どの教師が何 時間かけてそれ を行
うのかの把握及 びそ の実施 ・推進
9.一 般的 な言語要素 に関す る指導
ビジネスの専門用語 ではないが学習者 には必要だ と思われ る語句 ・表現 などの
指導 及び専 門用語 の定着促進 な ど
の3点 に集約 され る もの と考 え られ る。e,fは ビジネスマ ン教 師の参加を仰いだ と
して も指導の主体 は 日本語教 師にあるこ とを示す ものである。当然の こ となが ら,ビ
ジネスマ ン教 師は ビジネスの専門家 ではあって も語学教育 の専門家で はない。 したが
って,そ の専門知識が最 も有効 に引 き出され る場を,日 本語教師 の方 で設定 しなけれ
ばな らない。す なわ ち,コ ース全体 の見通 しを立 て,日 本語教 師 ・ビジネスマ ン教 師
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双方の役 割分担 を明確 に してそれを実施 に移す のは,日 本語教 師の任 である。
そ して9に 関 しては,従 来 の指導 を再検討 してみ る必要が ある。先 の国際教育振興
会の事例で,90年 代に近づ くにしたが って 日本語 に関す る知識 よ りも業務 に関連 した
内容の指導が求め られた と述べたが,こ の時点 においては学 習者 のニーズの絞 り込 み
が今 ひとっ不十分であ った。それ は,当 時,コ ミュニカテ ィブ ・アプ ローチでい うと
ころのニーズ ・アナ リシスの咀嚼が担当教 師の問でまだ不十 分であ った こともあった
が,先 方 の企業の機 密保持の姿勢が厳 しく,ニ ーズ ・アナ リシスを行お うに も制約 が
大 きか った こともその一因で あった。 これは この企 業に限 った ことではな く,利 潤追
求のため に激 しい競 合を余儀 な くされてい るビジネス社 会においては常識 とな ってい
ることで あった。そ うした中 にあって,当 時の担 当教 師は,ビ ジネスorに よ く用 い
られ る と思われ る語句 ・表現,そ の時kの 時事問題 で よ く用い られ ると思われ る語 句
・表現 などを適宜選 択 してそ の指導 に当た ったが,そ の結 果,前 述の ような不満 が学
習者か らしぼ しぼ漏れ ることとなった。
本稿で検討す るモデル におけ る学習者を営業職にあ るビジネスマ ンと特定 す ると,
その 目指す ところは営業活動の円滑な遂行であ るはずであ る。 したが って,営 業活動
に必要 な用語は当然指導 され なければな らないが,肝 要な ことは,い かにすれ ば営業
活動の各局面 におけ る職務を確 実 に遂行 しなおかっ全体 として まっとうな営業活動 と
なるかを指導す るこ とで ある。扱われ る語句 ・表現 は,そ の活動を支える もの,そ の
遂行を よ り円滑にす るた めの もの でなけれぼな らない。 したが って,個kの 語 句 ・表
現 に着 目す るのでは なく,各 局面 におけ る目標 の元 に,そ れを達成 すべ く全体 のや り
取 りの流れを念頭 に置いた指導が なされ る必要があ る。
す なわ ち,営 業活動の ある局面 では交換すべ き情 報あ るいは解決 しておかなけれ ば
ならない事が らは何でそれ らを どのような手順を踏んで なし遂げれぽ よいか,そ して
その際 には どの ようなこ とに留意 しなければ ならないのか,な どとい った発想にの っ
とった指導が行われ る必要が ある。 ビジネスの専門用語及 びそれ に関連す る語句 ・表
現,さ らにそれ らに関す る構文的 な情報や場合 によっては音声的 な情報な ども,そ れ
らや り取 りの展開を支 え,営 業活動 の各局面 に求 められ る職務遂行を 円滑 にす るため
の もので なければ な らない。
さて次 に,以 上の ような役割分担を,プ ログラム全体の進行 に当てはめて具体 的な
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作業 として検討 してみ る。今 日の外 国語教育 においては,一 般 に次 のよ うな手順で プ






カ リキ ュラム ・デザ イン







ニーズ ・アナ リシスにおける学習歴や学習適性 に関す る調査 ・分析は 日本語教師 の
任 としなければ ならないが,業 務上求 め られ ている職務 の調査 ・分析は ビジネスマン
教 師が行 うべ きであろ う。 目本語教師が それを行 って も,取 材その ものが妥 当ではな
か った り取材 内容の読 み違 えを犯 して しま う恐れが ある。次の到達 目標 の設定 は,学
習者 が営業職 にあ りその円滑 な遂行を 目標 としてい るた め,当 然 ビジネ スマン教師が
その具体 的設 定 に当た らなけれぼ な らない。 さらに それ に 続 く シラバ ス ・デザイン
(こ こでい う 「シラノミス」 は正確 には単元一覧 の意味 である)も,前 記cで 見た とお
りビジネスマ ン教 師の役割 である。次 にカ リキュラム ・デザ インは,fに あるよ うに,
目本語教 師が主体 とな ってその作業 に当た る。用い る教材 にっいては一部 日本人社員
用 に作 られた もの もあるが5),そ れが学習者 のニーズに適合 しない場合 には作成 しな
けれぼ ならない。 しか し,営 業活動 の手順 とその各局面 において必要 な ビジネス情報
に関 して 目本語教師は情報 を持 ち合 わせてはいない。 よ って,教 材 の作成 が必要 にな
った ときには,ニ ーズ ・アナ リシスを踏まえた ビジネスマ ン教 師が その任 に当た らな
けれぼ ならない。 もちろん,そ こにおいて重要 とされ るのは営業活動 の円滑な遂行 で
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あ り,用 いる語句 ・表規 の難易度 な どの要素は顧み る必要が ない。 そ して次に,そ う
して作成 された教材に,日 本語教 師が言語的 な分析を加 え,そ の場 におけ るや り取 り
の展 開に必要 な表現や それ に付 随す る語句 ・表現,用 語を洗 い出 し,指 導項 目 とす る。
次 に実際 の指導 であるが,そ れ に臨むに当たって は,営 業活動 の円滑 な遂行 とい う
明確 な 目標 が前提 としてある以上,で きる限 り数多 くまた で きる限 り現実 に近 い形 で
営業活 動の各局面を模擬的 に設 定 し,そ こにお いて十分 な訓練 が行 われ るよ う留意す
る必要がある。前記 ビジネスマ ン教 師の役割dで ある。理想的 には,複 数 のビジネス
マ ン教 師が指導 に当た りさまざま なノミリエー ションを設け るべ きであ る。 そして,そ
の訓練 の様 子は,日 本語教 師がVTRや テープ レコーダーな どでモニター し,指 導項
目であ った語句 ・表現 な どが適 切 に用い られたかを チ ェックし後 の指導 にフ ィー ド ・
ノミックす る。それ で不十分 であれば,訓 練 に当たった ビジネスマ ン教 師が その モニタ
ー作業に参加 し,各 局面 で円滑 に業務が遂行 で きたか,で きなか った とすれば何が原
因か,ど うすべ きだ ったか を分 析 し,学 習者 にフ ィー ド・・ミックす る。 それを もって,
評価 とす る。 さらに,学 習者 の進捗状況を分析 して,日 本語教 師 ・ビジネスマ ン教師
双方が,シ ラバスやカ リキxラ ムな どプ冒グラムの再検討 に当た る。
以上が,プ ログラム進行 に沿 った役割分担 である。
3.営 業 職 に あ る ビ ジ ネ スマ ンを 対 象 と した専 門 教 育 の モ デ ル
次 に,以 上の ような検討を元 に,営 業職にある ビジネスマ ンを対 象 とした専 門教育
のモデルを提示 してみ る。 想定 す る レベ ル,授 業形態 な どにっいては以下 の通 りとす
る。
レ ベ ル:上 級
授業形態:ク ラス形 態。1ク ラス3～4名 か ら7～8名 。
学 習 者:こ れか ら日本語を用 いて営業活動に従事 しよ うとす る者 または現 に従事
してい る老。国籍,業 種 な ど問わ ない。 したが って,1ク ラスに国籍,
業種 な どが異 なる学 習老 が混在 して もか まわ ない。
主 教 材:市 販の ものでは な く,ま ず 日本人 ビジネスマ ン教師が書 き下ろ し,次 い
で 日本語教 師が教材 化を行 った もの。総単元数10～15。
所要時 間:各 単元所要学習時 間は4～5時 間程度。総単元数10～15で あ るか ら,プ
日本語教育上級段階 におけ る専門教育 の一 モデル45
ログラム全体で40～70時 間程度。
①単元 一覧
総単元10～15。 各単元 とそ の配列 は ビジネスマ ン教師が取材を行 って決定す るもの
であるが,想 定す る学習老 のニーズか らた とえぼ次 のよ うな要素を持 った各単元が
設定 され よう。
・客先 との接触





②主 教材各単元の構成 内容 とその提 出順
プログラム全体を一連 の営業活動 を順 を追 う形 で展開 して いかせ るた め,お のず と
あ る会社や営業活動 を行 お うとい う主人公 を設定 し,そ れ ら とそれを取 り巻 く企業
や人物を通 して,営 業活動 が物語 のよ うに展開 してい く形 で主教材が構成 され よ う。
1.目 的
その単元 で何を学 習するのか,そ の単元が営業活動全体 の中で どのよ うな位置
にあるのか の提示。執筆:ビ ジネスマ ン教 師
2.ビ ジネス情報
その単元 に扱われた場面 で,営 業活動上特 に重要 な情報,外 国人社員 として知
ってお いたほ うがよい と思われ る日本 の商習慣 な どにっ いての解説。場合 によ
っては,学 習者の 日本語能 力を超 えた解説 がなされ る可能性が あ り,必 ず しも
日本語 のみ で記述 され る必要 はな く学 習者 の母語 で もよか ろ う。執筆:ビ ジネ
スマ ン教師
3.状 況の説明
各単元 における状況 の簡単 な説 明。執筆:ビ ジネスマ ン教師
4.本 文
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営業活動の各局面 において,一 般的になされ る と思われ るや り取 りを記述 した
もの。通常の営業活動 は 口頭で なされ るため会話体 になろ う。た だ し,そ の媒
体 として は,電 話な ども考 慮 され るもの と思われ る。 また,本 文 をテープに録
音 してお くのが望ま しい。執筆:ビ ジネスマン教師
5.会 話 フロー
本文会話 のや り取 りの展開を図式 した もの。各単元 にお いて営業 活動 を能動的
に展 開させ ていると思われ る発話 の表現形 とその表 現意 図,及 びそ こで扱 われ
る情報 ・事が らか らなる。ちなみ に,国際教育振興会 における ビジネスマン対象
の会話模擬授業で は,外 国人社 員が こうした発話 の機会を取 りそ こねた場合に
は,そ の場 において主導的 にや り取 りを運ぶのが困難にな り,したが って,目的
とす るビジネス活動全体 も円滑 に進 まない場合が多か った。執筆:日 本語教師
6.語 句,表 現
各単元 における重要表現 の列記。 ビジネス用語 とそれに付随す る語句 ・表現,
ビジネス用語 とい うわけ ではないが使用頻度 も高 くビジネスマ ンとして知 って
おいたほ うがよい と思われ る重要 な語 句 ・表現,さ らに前記会話 フローにおい
てその場 の状況を展開 させ る重要 な表現 な どか らなる。執筆:日 本語教 師
li
③1単 元の標準的な指導手順
時劇 作 業 日本語教師の役割 ビジネスマ ン教師の役割
1
目的の明示 この課 で何 を学習す るのか,
この課 を終 了 した ら何 がで
きるよ うになるのかを学習
者 に明確 に示 す。また,主
教材 の 「ビジネス情報 」の
簡単 な説 明を行 って各場面
・状況 におけ る重 要項 目を
確認 す るとと も に,学 習
者 の興 味をあ お る。 た だ




モデ ルの提示 テー プがあれぼそれを再生
し,な けれぼ教 師 自身 が発
話 して本文 を1～2回 聞か
せ,モ デル とす る。同時に,
その課 におけ る状況を簡単







フ ロー の説 明
本文の語句 ・表 現を全体的
に簡単 に説 明する。学 習者
が戸惑 っていた り特 に重要
だ と教 師が判断 した ものは
取 り上 げて周辺 情 報 を 与
えた り口頭練習 し た り す
る。
まず,そ の場で交換 しなけ
れぼ ならない情報,解 決 し
なければ ならない事が らは





次 に,そ の手順 ごとに用い
られ る語句 ・表現を解説 し,




る,パ ターン ・プラクテ ィ
スを十分 に行 な うな どして,
確実 な定着が はかれ るよう
にす る。業務 内容で教師の
知識を越 える もので あれば,











テ ー プ レ コー ダ ー,VTR
な どで 学 習者 と ビ ジネ ス マ
ン教 師 の や り取 りを モ ニ タ
ーす る。 フ ロ ーの 展 開,用
語 法 な どで 問題 が ない か チ
ェ ッ クす る。
モ ニターの結 果を学習老 に
フ ィー ド・バ ックす る。や
り取 りを阻害 して しまった
原因 と本来 あるべ きや り取
りを指摘す るな どす る。必
要 に応 じて,口 頭練習や語
句 ・表現 の解説を行 う。 ビ
ジネスの内容上 において明
らか にしなければ ならない
事が らが生 じた場合 には,
ビジネスマン教師 に指導を
譲 る。
各学習者 ご とに取材 して,
kの 業種 な どに合わせ て,
用い られ る用語,留 意事項
な どの確認をす る。業務 に
関す る事が らで 日本語教師
が説 明で きなか ったこ とが
あれば この時点 で補 う。
その場 における詳細 な状況
を設定 し,自 らは客先 とな
って模擬的 に各学習者 の営
業活動 の相手 となる。特 に
重要 だ と思われ る場面 ・状
況,特 に能 力の高 い と思わ
れ る学習者 の場合 には,必
要 に応 じて対応 にバ リエー
シ ョンを持 たす。外 国人学
習者 とい うことを考慮 して
こ とさ らゆっ くり明確 に話
す な どしてはな らない。 あ
くまで自分 な りの自然 な対
応 に心が ける こと。
その場 における業 務が円滑
に遂行 され たか の観点か ら,
ロール ・プ レイの総括的 な
評価 を行 う。必要 があれ ば,
ビジネス情報 を再 提供 する。
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4.問 題 点
①専 門領域担当教師の資格 明確 化 とその確保
専 門教育が最 も効率的 に進 め られ る条件 として,学 習者 と同 じ領域 を専門 とす る者
がそ の指導 に加わ ることが上げ られ る。けれ ども,た とえぼ営業 活動 に限れば,学 習
者 とま った く同 じ商品を まった く同様 に扱 ってい る日本人がいれば理想で あるが,多
少 品種 が異な っていて も基本的 な営業活動 の手順は変わ らない もの と思われ る。場合
に よっては,業 種が異 な って も大筋 の流れ と留意事項 は大 き く違わ ない とい う営業活
動 場面 もある と考 えられ る。た とえば,本 稿 のモデルにおける 「客先 との接触」関連
の諸単元 はそ うした性質を持 った場面 といえ よう。 そ うや って柔軟 に考 え ることによ
って,専 門領域 の担当教師確保の機会を増 やす ことが可能になる。
しか しなが ら,そ うはい って も専門領域 の特性上 あるいは プログラム運営上,や は
り学 習者 と専 門領域を 同 じにす る専 門家が指導 に当た らねば な らない部分が あるもの
と思われ る。そ の具体 的な見極 めは学習者 と専 門担 当教 師でなければ十分 に行 えない
で あろ うが,日 本語教 師は プログラム運営者 として,プ ログラム全体 の どの部分が専
門領域 を同 じにす る専門家 にゆだねねばな らぬ部分か,同 様 に1単 元 の進 行手順 の中
で どの部分が同 じくゆ だねねば な らぬ部分か,そ の見通 しを立ててお く必要があ る。
そ うや って よ り細か な役割分担を作業 の性質か ら見直す ことによって,専 門領域指
導担 当老 に求 められ る資質 ・資格がお のず と明確 になるで あろ う。本稿 で取 り上げた
モデ ルの場合,た とえば,営 業職 になけれ ばな らないが業種 は問わ ない,営 業職 にあ
りなおか っ同一 の業種 で なけれ ぼな らない,あ るいは場合 によ っては職種 ・業種 とも
に問 わないな どといった ビジネスマ ンとしての必須 条件,許 容範 囲が 自然 と明 らか に
な って くるもの と思われ る。 日本語教師は,そ うした諸条件を考慮 しなが ら専 門家 の
指導 参加を仰がねばな らない。
次 に,本 稿では専門家の指導参 加を前提 に して専門教育を考察 してみたが,そ の前
提通 り,専 門教育 に常 にその領域ρ専 門家が加われ るか どうかは難 しい問題 である。
特 に本稿 で考 えた 日本人 ビジネスマ ンとなると,専 門教育が行われ る時間帯 と場所 に
赴 くこと自体 がそ もそ も不可能 である可能性が ある。それは,た とえぼ留学生 対象の
専 門教 育 におけ る専 門教官 の場合 も本質的 には同じであろ う。 しか しなが ら,そ の確
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保が 困難 であるか ら とい って専門家の参加を放棄 して しま うのはあま りに も性急 す ぎ
る。前述 のよ うに,プ ログラム全体及 び1単 元の進 行を再検討 し,そ の中で本 当に専
門家 の参加が必要 な部分を洗い直 し,所 与の条件の中でで きる限 りの可能性 を追 って
み るこ とが重要で あろう。
また,,昨 今の 日本語教 育を取 り巻 く状 況には,専 門担 当教師 の確保 に関 して明るい
材料があ る。 まず ひとっは,日 本人 の外 国人受 け入れ担 当老で ある。冒頭 の国際教育
指興会の委託企業 の場合,担 当者 は 日本語教育機関 と社 内の各部署 と両方の窓 口とし
て機 能 し,専 門教育 の重要性を熟知 してお り,そ れが十分に行われ ない と業務の遂行
が根 本で破綻 して しま うと痛感 していた。 したが って,専 門家参 加の専門教育の実現
には最大 限の便宜を はか ろうとした。機密 に触れ ない範 囲で可能な限 りの資料 を提供
した り,自 らがそ の指導 に当た った りした。それは,折hに 話 を聞けば,留 学生 を積
極的 に受け入れてい る各地 の大学の担 当者の場合 も同様 のよ うである。 よ って,日 本
語教育担 当教師が しか るべ き検 討の後 ま っとうなプ ログラムを提供すれぼ そのよ うな
素地の元 に専門教 育が根 づ くもの と思 われ る。
そ して今一っの明るい材料 とは,教 師志望者 の拡大 である。1985年 頃 に端を発す る
今 日の 日本語教育 の広が りは教師志望者 の増大 を も生み出 し,そ の中 には学習者 と同
一 の専門 を持 った者 も含 まれ るよ うにな
った。 ビジネスマ ン全 般,語 学教師,コ ンビ
s一 ター技師,文 科系学部を主 とした修士課程以上 の修了者 などであ る。 こうした背
景 を持 った者 が目本語教師 として指導 に当た るようになれば,専 門教育 において格段
の進歩が はかれ るで あろう。前 述の国際教育振興会の 「日本経済新 聞」 を読 む クラス
の現在の担当者は,現 役の ビジネスマ ンた ちであ る。彼 らが担 当 して初 めて,学 習者
が真に求め る情報の提 供が可能 にな った。現に 日本語教育 に携わ っている者 は
,機 関
全体 としての プログラムの柔軟性 を保持 し,学 習者 のニーズに見合 うだけの さまざま
な背景 を持 った教 師を受け入れ る準備 を してお く必要が あろう。
② 日本語教師 と専門領域担当教師 との役割分担の明確 化
本稿 では,各 々の教師の特性 を最 も的確に生かせ ると考 え,日 本語教 師の役割を主
に プログラム運営 と言語要素 の指導,ビ ジネスマン教師 の役割を主 に専門情報 の提供
と模擬練習 における相手 とした。 けれ ども,実 際 の指導 においては両者 の作業が混乱
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して しま うことが予想 され る。す なわ ち,ビ ジネス社 会特 有の言 い回 しや物事 の手順
が あるに もかかわ らず 日本語教師が 自分 の語感で ある語句 ・表 現を説 明 した り自分 の
経験 に基づいた対 処の方法 を指導 した り,ま た逆 にビジネスマ ン教師が文法事項 の説
明を した り漢字の意味 と用法 を話 し始 めた りす る とい う危険性で ある。専門が まった
く異 なるゆえ,お そらくその ような状況下 では互 いの教 師の間で遠慮が働 き,混 乱が
公 になるのに時間がかか るか,早kに 公にな って も一 向に事態が改善 されないケース
もあろ う。 以上 は実際 に起 こった ものではな く,筆 者 自身が ビジネスマ ン対象 に日本
語 指導 を行 った際に自 らがおか していたのではないか とい う反 省であ り,ま た,何 名
かの,訓 練を これ ら控 えた教 師志願老 に接 しての直感で ある。
そ う した危惧が どれ だけ現実 とな るものなのか現状 では予測がっか ないが,少 な く
ともそ うした事態を未然 に防 ぐべ く,各kの 教 師の役割分担を 明確 にしてお く必要は
あろ うと思われ る。 もとよ りそれを正確 に規定 し遵守す る ことは不可能 で双方 にかか
る作業 もあろ う。けれ ども,各kの 専門教育におけ る参加 の意味 とそれ に基づ いた具
体 的な作業内容は明確 にで きよ う。 そ して,そ の円滑 な実施がな されてい るか根本 に
立 ち返 って検討 してみる ことも可能 であろ う。それ は,決 して各kの 指導を制限す る
もので はない。それぞれ の特性 を最大 限に生か し,専 門領域 の教育を最 も効率的に実
現す るための方策であ る。そ して,こ うした役割分担 も前述同様,プ βグラム運営者
としての 日本語担 当教師の職務で ある。
③ ビジネスマ ン学習者 以外 の学習者 に対す る専門教 育への応 用の可能性追求
本稿 の モデルがた とえば留学生や研究者,芸 能 ・芸術研究者な どビジネスマ ン以外
の学習者 に どれだけ応用 が可能 か,そ れ にっいては今後の検討課題 であ る。本稿 のモ
デルの基本枠 は,日 本語教 師によ るプログラム運営 と言語要素の指導,及 びビジネス
マン教 師による専門情報の提供 と模擬練習 におけ る相手 とい う役割分担 である。そ し
てその背景には,営 業活動は一連の流れを持 っ とい う前提が あった。
しか し,そ れに比 べる と,た とえば留学生や学術 研究者 の専 門領域 における日常活
動はやや静的 なものではないか と思われ る。すなわ ち,営 業活動 が一定 のプ 戸セスを
持 ちそ のプロセス ごとに対象 となる明確 な人物(そ のほ とん どが専 門領域 で学習者 と
っ なが りを持っ)が 存在 しその人物 との交渉が設け られ るのに対 し,研 究活動 におい
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て は,そ の遂行 に一定 のプ ロセスが認 め られ る ものの営業活動 に見 られ るほ ど盛んな
対人 関係は想定 しに くい。む しろ,横 田が 「b.内 容を基礎 とした技能養成 プログラ
ム」 でい うところの,講 義の聞 き方,専 門書の読 み方,論 文の書 き方 などとい った 口
頭 による相互 コ ミsケ ーシ ョンを前 提 としないあ る種 の活動が 重要 となるようであ
る。 したが って,日 本語教師に よるプログラム運 営 と言語要素 の指導,専 門家に よる
専 門情報の提供 とい う基本枠は応用 の可能性 が考 え られ るが,専 門家の模擬練 習の相
手 とい う役割は変容せざ るをえない もの と思 われ る。けれ ども,そ れは,学 部 留学生
と学術研究者の間では事 情が異 なろ うし,ま して芸術 ・芸能研 究者そのほかの学習者
を想定すれば,本 稿 におけるモデル と根本的 に異 なる専門教育の プログラムが開発 さ
れ ねぼ なるまい。 ただ,営 業活動 のよ うに,対 内 ・対外人物 との盛 んな交渉を通 して
あ る 「プロジェク ト」を運営 ・遂行 してい くような活動を主 とす る学習者 には,本 稿
の モデルがひ とっの可能性 として考 えられ る もの と思われ る。
1)1945年 設立 の国際交流団体。1967年,外 国人 に対す る日本語教育を行 う部門 と
して 「日本語研修所」開設 。駐在 員,研 修 生,公 館職員な どその修 了生 は60ケ 国,
3,000人 を数 える。 「外国人 による日本語弁論大会」主催 団体。
2)「 一般外国人 に対す る日本語教 育の実態 に関す る調査研究報告書」1990文 化
庁委嘱(社)国 際 日本語普及協会
「コース ・デザ インの実際(一 般成人を対象 とした 日本語講座)」1990松 島
幸男 国際交流基金 実 習講座特別講義資料 な どにその 旨記載が ある。
3)「r日 本語で ビジネス会話一 中級編一』 その作成 と使用を め ぐって」鈴木禮子,
丸山敬 介 日本語教 育学会 「日本語教育を 語 り合 う会」1989(目 本語教育学会
「学会 ニ ュース第47号 」所収)
4)「 日本語教育 の現場か ら」1989岡 崎敏雄,金 田一秀穂,羽 田野洋子,松 井嘉
和,丸 山敬 介,鈴 木堯(国 際交流基金 「国際交流51」)
厂専門教育 とのっ なが りを重視す る上級 日本語教育の方法」1990横 田淳子
(日本語教育学会 「日本語教育71号 」)な ど
5)(株)リ クル ー ト映像,(株)東 映 な どでは 目本人社員教育用VTRを 制作 ・販売
してい る。
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